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調査結果の概要 

 
１．概要 

・2019年3月31日現在で、37,528社の調査対象企業に対して経済産業省企業活動基本調査を実

施した結果、有効回答は29,636社(有効回答率79.0%)となった。 

・このうち、経済産業省企業活動基本調査の対象産業に格付けされた企業数（以下合計値で記

載）は2万8270社、企業が保有する事業所数は39.0万事業所、常時従業者数は1,451万人、売

上高は711.4兆円。 

・企業の営業利益は26.5兆円、経常利益は37.6兆円、企業が保有する子会社数は9.5万社。 

図表１－１ 主要数値 

 

常時従業者数 売上高 営業利益 経常利益

（人） （億円） （億円） （億円）

２９年度 29,530 422,395 15,152,619 7,239,057 307,102 411,479 100,955

３０年度 29,636 413,905 15,245,959 7,374,156 288,714 403,379 101,824

前年度比(％) 0.4 ▲ 2.0 0.6 1.9 ▲ 6.0 ▲ 2.0 0.9

２９年度 28,160 399,435 14,461,510 6,991,887 283,532 386,771 96,162

３０年度 28,270 389,924 14,509,706 7,113,545 264,560 375,758 94,756

前年度比(％) 0.4 ▲ 2.4 0.3 1.7 ▲ 6.7 ▲ 2.8 ▲ 1.5

２９年度 38 201 6,359 5,679 1,133 1,258 246

３０年度 39 206 6,318 5,367 1,445 1,740 247

前年度比(％) 2.6 2.5 ▲ 0.6 ▲ 5.5 27.5 38.3 0.4

２９年度 12,705 75,956 5,306,745 2,860,848 156,173 221,128 52,440

３０年度 12,785 76,184 5,309,875 2,914,932 139,937 211,902 50,471

前年度比(％) 0.6 0.3 0.1 1.9 ▲ 10.4 ▲ 4.2 ▲ 3.8

２９年度 137 1,995 171,532 227,482 10,001 9,807 1,497

３０年度 138 1,925 169,978 239,314 8,540 9,536 1,792

前年度比(％) 0.7 ▲ 3.5 ▲ 0.9 5.2 ▲ 14.6 ▲ 2.8 19.7

２９年度 2,581 13,461 1,066,032 295,549 21,853 24,661 5,732

３０年度 2,543 13,399 1,090,555 305,057 22,135 24,492 5,788

前年度比(％) ▲ 1.5 ▲ 0.5 2.3 3.2 1.3 ▲ 0.7 1.0

２９年度 5,611 66,070 1,530,928 2,273,960 44,925 75,682 23,562

３０年度 5,513 64,639 1,513,984 2,318,023 44,088 73,582 23,888

前年度比(％) ▲ 1.7 ▲ 2.2 ▲ 1.1 1.9 ▲ 1.9 ▲ 2.8 1.4

２９年度 3,503 155,589 3,380,825 890,345 24,674 26,752 4,764

３０年度 3,572 152,041 3,354,696 881,394 23,355 26,161 4,584

前年度比(％) 2.0 ▲ 2.3 ▲ 0.8 ▲ 1.0 ▲ 5.3 ▲ 2.2 ▲ 3.8

２９年度 79 1,072 55,737 28,817 3,239 3,399 168

３０年度 77 1,060 55,275 30,520 3,698 3,924 171

前年度比(％) ▲ 2.5 ▲ 1.1 ▲ 0.8 5.9 14.2 15.4 1.8

２９年度 306 6,613 112,714 96,502 4,542 5,194 1,623

３０年度 306 6,277 113,860 98,792 5,070 5,676 1,598

前年度比(％) 0.0 ▲ 5.1 1.0 2.4 11.6 9.3 ▲ 1.5

２９年度 581 5,395 246,750 116,177 4,644 5,474 2,750

３０年度 576 5,193 251,190 122,616 4,064 5,523 2,903

前年度比(％) ▲ 0.9 ▲ 3.7 1.8 5.5 ▲ 12.5 0.9 5.6

２９年度 577 44,230 1,028,873 53,985 2,015 2,184 681

３０年度 606 40,594 987,235 53,738 2,014 2,191 669

前年度比(％) 5.0 ▲ 8.2 ▲ 4.0 ▲ 0.5 0.0 0.3 ▲ 1.8

２９年度 656 12,365 295,641 33,830 3,231 3,580 752

３０年度 695 11,729 278,052 32,116 2,896 3,226 715

前年度比(％) 5.9 ▲ 5.1 ▲ 5.9 ▲ 5.1 ▲ 10.4 ▲ 9.9 ▲ 4.9

２９年度 15 662 11,229 1,038 33 36 7

３０年度 14 717 11,852 1,077 37 41 6

前年度比(％) ▲ 6.7 8.3 5.5 3.8 12.1 13.9 ▲ 14.3

２９年度 1,371 15,826 1,248,145 107,677 7,070 7,616 1,940

３０年度 1,406 15,960 1,366,836 110,601 7,280 7,764 1,924

前年度比(％) 2.6 0.8 9.5 2.7 3.0 1.9 ▲ 0.8

２９年度 455 10,721 314,718 91,102 8,492 9,025 1,525

３０年度 469 11,879 357,676 103,328 8,796 12,044 3,734

前年度比(％) 3.1 10.8 13.6 13.4 3.6 33.5 144.9

２９年度 915 12,239 376,391 156,068 15,078 15,683 3,268

３０年度 897 12,102 378,577 157,283 15,358 15,577 3,334

前年度比(％) ▲ 2.0 ▲ 1.1 0.6 0.8 1.9 ▲ 0.7 2.0

物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

個人教授所

サービス業(*)

サービス業(その他のサービス業）

その他の産業

（注）サービス業（＊）については、利用上の注意（2頁）参照のこと。

ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ業、割賦金融業
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情報通信業
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・合計の一企業当たりの事業所数は13.8事業所（前年度差▲0.4社減）、常時従業者数513人（前

年度比▲0.2％減）。売上高は251.6億円（同1.3％増）。 

・製造業の一企業当たりの売上高は228.0億円（前年度比1.3％増）、営業利益は10.9億円（同▲

11.0％減）、経常利益は16.6億円（同▲4.8％減）。 

・卸売業の一企業当たりの売上高は420.5億円（前年度比3.7％増）、営業利益は8.0億円（同▲

0.1％減）、経常利益は13.3億円（同▲1.0％減）。 

・小売業の一企業当たりの売上高は246.8億円（前年度比▲2.9％減）、営業利益は6.5億円（同▲

7.2％減）、経常利益は7.3億円（同▲4.1％減）。 

図表１－２ 主要産業の一企業当たり売上高 

  

図表１－３ 一企業当たりの主要数値 

   

212.6
222.4 220.9

224.4
241.1 241.0 237.3 230.6

248.3

251.6

225.2 228.0

405.3 420.5

254.2

246.8

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

350.0

400.0

450.0

２１ ２２ ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ２８ ２９ ３０年度

合 計

製造業

卸売業

小売業

（億円）

常時従業者数 売上高 営業利益 経常利益
（人） （百万円） （百万円） （百万円）

 合計 ２９年度 14.2 514 24,829.1 1,006.9 1,373.5 7.6
３０年度 13.8 513 25,162.9 935.8 1,329.2 7.6

前年度比(％) ▲ 0.4 ▲ 0.2 1.3 ▲ 7.1 ▲ 3.2 0.0
　鉱業、採石業、 ２９年度 5.3 167 14,945.3 2,980.6 3,310.4 10.7

砂利採取業 ３０年度 5.3 162 13,761.4 3,705.3 4,461.7 10.3
前年度比(％) 0.0 ▲ 3.0 ▲ 7.9 24.3 34.8 ▲ 0.4

　製造業 ２９年度 6.0 418 22,517.5 1,229.2 1,740.5 8.8
３０年度 6.0 415 22,799.6 1,094.5 1,657.4 8.5

前年度比(％) 0.0 ▲ 0.7 1.3 ▲ 11.0 ▲ 4.8 ▲ 0.3
　電気・ガス業 ２９年度 14.6 1,252 166,044.9 7,299.9 7,158.0 17.4

３０年度 13.9 1,232 173,416.0 6,188.6 6,910.3 21.1
前年度比(％) ▲ 0.7 ▲ 1.6 4.4 ▲ 15.2 ▲ 3.5 3.7

　情報通信業 ２９年度 5.2 413 11,451.0 846.7 955.5 5.6
３０年度 5.3 429 11,995.9 870.4 963.1 5.6

前年度比(％) 0.1 3.9 4.8 2.8 0.8 0.0
  卸　売　業 ２９年度 11.8 273 40,526.8 800.7 1,348.8 7.7

３０年度 11.7 275 42,046.5 799.7 1,334.7 7.9
前年度比(％) ▲ 0.1 0.7 3.7 ▲ 0.1 ▲ 1.0 0.2

  小　売　業 ２９年度 44.4 965 25,416.6 704.4 763.7 3.6
３０年度 42.6 939 24,675.1 653.8 732.4 3.5

前年度比(％) ▲ 1.8 ▲ 2.7 ▲ 2.9 ▲ 7.2 ▲ 4.1 ▲ 0.1
  クレジットカードﾞ業、 ２９年度 13.6 706 36,476.7 4,099.6 4,302.8 5.1

割賦金融業 ３０年度 13.8 718 39,636.0 4,802.9 5,095.8 5.2
前年度比(％) 0.2 1.7 8.7 17.2 18.4 0.1

  物品賃貸業 ２９年度 21.6 368 31,536.7 1,484.2 1,697.2 15.8
３０年度 20.5 372 32,284.9 1,656.7 1,854.8 16.0

前年度比(％) ▲ 1.1 1.1 2.4 11.6 9.3 0.2
  学術研究、 ２９年度 9.3 425 19,996.0 799.3 942.2 10.7

専門・技術サービス業 ３０年度 9.0 436 21,287.5 705.5 958.9 11.8
前年度比(％) ▲ 0.3 2.6 6.5 ▲ 11.7 1.8 1.1

  飲食サービス業 ２９年度 76.7 1,783 9,356.1 349.2 378.6 3.3
３０年度 67.0 1,629 8,867.6 332.4 361.5 3.6

前年度比(％) ▲ 9.7 ▲ 8.6 ▲ 5.2 ▲ 4.8 ▲ 4.5 0.3
  生活関連サービス業、 ２９年度 18.8 451 5,156.9 492.6 545.7 3.9

娯楽業 ３０年度 16.9 400 4,621.1 416.7 464.2 3.6
前年度比(％) ▲ 1.9 ▲ 11.3 ▲ 10.4 ▲ 15.4 ▲ 14.9 ▲ 0.3

  個人教授所 ２９年度 44.1 749 6,918.1 220.0 242.2 2.3
３０年度 51.2 847 7,692.9 266.2 291.1 1.5

前年度比(％) 7.1 13.1 11.2 21.0 20.2 ▲ 0.8
   サービス業(*) ２９年度 11.5 910 7,853.9 515.7 555.5 4.8

３０年度 11.4 972 7,866.4 517.8 552.2 4.7
前年度比(％) ▲ 0.1 6.8 0.2 0.4 ▲ 0.6 ▲ 0.1

事業所数
保有

子会社数

（注２） 

一企業当たり保有子会

社 数 は子 会 社 総 数 を

子会社を保有する企業

数で除した数値である。 

（注３） 

一 企 業 当 た り 事 業 所  

数、保有子会社数の前年

度比は前年度差である。 

（注１） 

一企業当たりの合計と

は、対象産業合計値に

ついて一企業当たりで

みた平均であり、各産

業の一企業当たりの数

値 の積 み上 げではな

い。以降についても同

様。 
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２．売上高と利益の状況 

一企業当たりの売上高は、製造業、卸売業は２年連続増加、小売業は２年ぶりの減少 

経常利益は、製造業、卸売業は３年ぶり、小売業は２年ぶりに減少 

・製造業の一企業当たりの売上高は２年連続の増加 (前年度比 1.3%増 )。営業利益は２年ぶりの

減少 (同▲11.0%減)、経常利益も２年ぶりに減少 (同▲4.8%減 )。経常利益の減少を業種別にみる

と、化学工業、輸送用機械器具製造業、石油製品・石炭製品製造業等が減少。 

・卸売業の一企業当たりの売上高は２年連続の増加 (前年度比 3.7%増 )。営業利益は４年ぶりに

減少 (同▲0.1%減 )、経常利益も３年ぶりに減少 (同▲1.0%減 )。経常利益の減少を業種別にみる

と、産業機械器具卸売業、石油・鉱物卸売業等が減少。 

・小売業の一企業当たりの売上高は２年ぶりに減少 (前年度比▲2.9%減 )。営業利益 (同▲7.2%

減 )、経常利益 (同▲4.1%減 )ともに２年ぶりに減少。経常利益の減少を業種別にみると、機械器

具小売業、医薬品・化粧品小売業等が減少。 

図表２－１ 主要産業の一企業当たり売上高、営業利益、経常利益、当期純利益 
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２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

（百万円）（百万円）

29年度 30年度 前年度比(%) 差額
売上高 22,517.5 22,799.6 1.3 282.1

営業費用 21,288.3 21,705.1 2.0 416.8

売上原価 17,902.2 18,335.6 2.4 433.4
販管費 3,386.0 3,369.5 ▲ 0.5 ▲ 16.5

【営業利益】 1,229.2 1,094.5 ▲ 11.0 ▲ 134.7

　営業外収益 717.1 752.0 4.9 34.9
　営業外費用 205.9 189.1 ▲ 8.2 ▲ 16.8

【経常利益】 1,740.5 1,657.4 ▲ 4.8 ▲ 83.1

【純利益】 1,303.8 1,185.8 ▲ 9.1 ▲ 118.0

製造業
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（百万円）（百万円）

29年度 30年度 前年度比(%) 差額
売上高 40,526.8 42,046.5 3.7 1,519.7

営業費用 39,726.2 41,246.8 3.8 1,520.6

売上原価 35,899.1 37,261.4 3.8 1,362.3
販管費 3,827.1 3,985.3 4.1 158.2

【営業利益】 800.7 799.7 ▲ 0.1 ▲ 1.0

　営業外収益 724.7 779.6 7.6 54.9
　営業外費用 176.6 244.6 38.5 68.0

【経常利益】 1,348.8 1,334.7 ▲ 1.0 ▲ 14.1

【純利益】 1,021.0 1,015.7 ▲ 0.5 ▲ 5.3

卸売業
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653.8
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29年度 30年度 前年度比(%) 差額
売上高 25,416.6 24,675.1 ▲ 2.9 ▲ 741.5

営業費用 24,712.3 24,021.2 ▲ 2.8 ▲ 691.1

売上原価 18,228.5 17,758.0 ▲ 2.6 ▲ 470.5
販管費 6,483.7 6,263.2 ▲ 3.4 ▲ 220.5

【営業利益】 704.4 653.8 ▲ 7.2 ▲ 50.6

　営業外収益 146.4 155.8 6.4 9.4
　営業外費用 87.1 77.2 ▲ 11.4 ▲ 9.9

【経常利益】 763.7 732.4 ▲ 4.1 ▲ 31.3

【純利益】 433.9 445.1 2.6 11.2
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（注）（ ）は前年度比で百万円単位の金額で算出  
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２．売上高と利益の状況（つづき） 

売上高経常利益率は、小売業(3.0%)の横ばいを除き、製造業(7.3%)、卸売業(3.2%)は３年ぶりに

低下 

・製造業の売上高営業利益率は、4.8%(前年度差▲0.7%ポイント)、売上高経常利益率は 7.3%(同

▲0.4%ポイント)とそれぞれ低下。 

・卸売業の売上高営業利益率は 1.9%(前年度差▲0.1%ポイント )、売上高経常利益率は

3.2%(同▲0.1%ポイント )とそれぞれ低下。 

・小売業の売上高営業利益率は 2.6%(前年度差▲0.2%ポイント )と低下、売上高経常利益

率は 3.0%と前年度横ばいとなった。 

・経常利益による黒字企業数の割合をみると、製造業は 89.0%(前年度差▲1.6%ポイント )、

卸売業は 92.5%(同▲1.5%ポイント)、小売業は 85.7%(同▲3.2%ポイント )と全て低下。  

 図表２－２ 主要産業の売上高営業利益率と売上高経常利益率 
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図表２－３ 主要産業別経常利益黒字企業比率
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３．費用の状況 

主要産業の一企業当たりの営業費用は小売業を除き増加 

・一企業当たりの売上原価比率は、製造業は４年ぶりに上昇、卸売業は前年度横ばい、小売業

は３年連続の上昇。 

図表３－１ 主要産業の一企業当たり営業費用、売上原価、販売費及び一般管理費 

   
 

図表３－２ 主要産業の一企業当たり売上高、売上原価、販売費及び一般管理費と 

売上原価比率、売上高販売管理費比率 

 

製造業              

 
卸売業                              小売業

 
  

２９年度 ３０年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度 ３０年度

合計 22,207.6 23,822.3 24,227.0 7.3 1.7 18,545.3 20,003.9 20,398.9 7.9 2.0 3,662.3 3,818.4 3,828.1 4.3 0.3

製造業 20,083.5 21,288.3 21,705.1 6.0 2.0 16,821.1 17,902.2 18,335.6 6.4 2.4 3,262.4 3,386.0 3,369.5 3.8 ▲ 0.5

卸売業 36,304.7 39,726.2 41,246.8 9.4 3.8 32,603.1 35,899.1 37,261.4 10.1 3.8 3,701.6 3,827.1 3,985.3 3.4 4.1

小売業 23,647.5 24,712.3 24,021.2 4.5 ▲ 2.8 17,370.4 18,228.5 17,758.0 4.9 ▲ 2.6 6,277.1 6,483.7 6,263.2 3.3 ▲ 3.4
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前年度比(%)

営業費用計(百万円）
売上原価(百万円） 販売費及び一般管理費(百万円）
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４．付加価値額の状況 

営業利益等の減益により付加価値額は減少 

・合計の付加価値額は、営業利益の減益等により２年ぶりに減少(前年度比▲0.7%減)。 

・製造業は、営業利益の減益等により２年ぶりに減少(同▲1.7%減)。 

・卸売業は、動産・不動産賃借料、給与総額等の増加により６年連続の増加（同 0.2%増）。 

・小売業は、営業利益、給与総額等全ての項目の減少により２年ぶりに減少(同▲1.6%減)。 
（注１） 付加価値額  ＝ 営業利益＋給与総額＋減価償却費＋福利厚生費＋動産・不動産賃借料＋租税公課  

（注２） 付加価値率  ＝ 付加価値額÷売上高×１００ 

図表４－１ 主要産業の売上高、付加価値額、付加価値率 

    

図表４－２ 主要産業の付加価値額前年度比と構成項目の寄与度 

 合  計             製造業            卸売業              小売業

 

図表４－３ 主要産業の付加価値額と構成項目の寄与度 

 

 

図表４－４ 主要産業の給与総額 

 

 

  

２９年度 ３０年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度 ３０年度

　合　　　　計 6,621,822 6,991,887 7,113,545 5.6 1.7 1,240,948 1,292,123 1,282,968 4.1 ▲ 0.7 18.7 18.5 18.0 ▲ 0.2 ▲ 0.5

　　製  造  業 2,713,399 2,860,848 2,914,932 5.4 1.9 599,874 632,381 621,399 5.4 ▲ 1.7 22.1 22.1 21.3 0.0 ▲ 0.8

　　卸  売  業 2,109,086 2,273,960 2,318,023 7.8 1.9 154,516 165,204 165,472 6.9 0.2 7.3 7.3 7.1 0.0 ▲ 0.2

　　小  売  業 865,069 890,345 881,394 2.9 ▲ 1.0 165,100 169,553 166,765 2.7 ▲ 1.6 19.1 19.0 18.9 ▲ 0.1 ▲ 0.1

売上高　（億円） 付加価値額　（億円） 付加価値率　（％）
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２９年度 ３０年度 寄与度(%) ２９年度 ３０年度 寄与度(%) ２９年度 ３０年度 寄与度(%) ２９年度 ３０年度 寄与度(%)

付加価値額 1,292,123 1,282,968 ▲ 0.7 632,381 621,399 ▲ 1.7 165,204 165,472 0.2 169,553 166,765 ▲ 1.6
営業利益 283,532 264,560 ▲ 1.5 156,173 139,937 ▲ 2.6 44,925 44,088 ▲ 0.5 24,674 23,355 ▲ 0.8
給与総額 616,304 624,636 0.6 291,743 297,328 0.9 80,188 80,488 0.2 83,803 83,171 ▲ 0.4
減価償却費 157,553 160,360 0.2 89,227 89,882 0.1 11,166 11,431 0.2 12,905 12,625 ▲ 0.2
福利厚生費 112,311 111,101 ▲ 0.1 59,178 58,007 ▲ 0.2 15,072 15,066 0.0 12,467 12,191 ▲ 0.2
動産・不動産賃借料 86,567 86,550 0.0 21,930 22,147 0.0 10,591 11,040 0.3 31,922 31,693 ▲ 0.1
租税公課 35,856 35,761 0.0 14,131 14,098 0.0 3,263 3,359 0.1 3,782 3,731 0.0

卸売業　(億円) 小売業　(億円)製造業　(億円)合計　(億円)

２９年度 ３０年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度 ３０年度

　合　　　　計 14,376,793 14,461,510 14,509,706 0.6 0.3 605,776 616,304 624,636 1.7 1.4 421 426 430 1.2 0.9

　　製  造  業 5,265,571 5,306,745 5,309,875 0.8 0.1 286,889 291,743 297,328 1.7 1.9 545 550 560 0.9 1.8

　　卸  売  業 1,546,256 1,530,928 1,513,984 ▲ 1.0 ▲ 1.1 78,767 80,188 80,488 1.8 0.4 509 524 532 2.9 1.5

　　小  売  業 3,319,091 3,380,825 3,354,696 1.9 ▲ 0.8 81,975 83,803 83,171 2.2 ▲ 0.8 247 248 248 0.4 0.0

前年度比（％）

常時従業者数　（人） 給与総額　（億円） 常時従業者一人当たり給与総額　（万円）

２８年度 ２９年度 ３０年度
前年度比（％）

２８年度 ２９年度 ３０年度
前年度比（％）

２８年度 ２９年度 ３０年度
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５．労働分配率、労働生産性 

給与総額の増加により労働分配率は上昇 

・労働分配率（付加価値額に対しての人件費）は、合計でみると付加価値額が減少し、給与

総額が増加したことにより、48.7％(前年度差 1.0％ポイント上昇)と上昇。 

・主要産業別にみると、給与総額の増加により製造業 47.8％（前年度差 1.7％ポイント上昇）、

卸売業 48.6％（同 0.1％ポイント上昇）は上昇、小売業は、給与総額は減少したものの付加

価値額の減少が給与総額の減少を上回ったため、49.9％（同 0.5％ポイント上昇）と上昇。 

・労働生産性（常時従業者一人当たりの付加価値額）は、合計でみると付加価値額が減少

し、常時従業者数が増加したことにより、884.2 万円(前年度比▲1.0％)の減少。 

・主要産業別にみると、卸売業は 1,093.0 万円（前年度比 1.3％増）と増加したものの、製造

業 1,170.3 万円（同▲1.8％減）、小売業 497.1 万円（同▲0.9％減）はそれぞれ減少。 

図表５－１ 主要産業の労働分配率、労働生産性 

 
（注１） 労働分配率とは、付加価値額に対しての人件費を示す指標であり、会社が新たに生み出した価値のうちどれだけ人件費に分

配されたかを示す指標。ここでは、以下の算出による。 

労働分配率  ＝ 給与総額  ÷ 付加価値額  × １００ 

（注２） 労働生産性とは、生産性分析の一指標であり、従業員一人当たりの付加価値額を示す指標。ここでは、以下の算出による。 

労働生産性  ＝ 付加価値額  ÷ 常時従業者数   

 

図表５－２ 主要産業の労働分配率、労働生産性の推移 

 

合計              製造業           卸売業           小売業 

 

 

 

 

 

２９年度 ３０年度 前年度比（％） ２９年度 ３０年度 前年度比（％） ２９年度 ３０年度 前年度比（％）

合　　　　計 1,292,123 1,282,968 ▲ 0.7 616,304 624,636 1.4 14,461,510 14,509,706 0.3

　製  造  業 632,381 621,399 ▲ 1.7 291,743 297,328 1.9 5,306,745 5,309,875 0.1

　卸  売  業 165,204 165,472 0.2 80,188 80,488 0.4 1,530,928 1,513,984 ▲ 1.1

　小  売  業 169,553 166,765 ▲ 1.6 83,803 83,171 ▲ 0.8 3,380,825 3,354,696 ▲ 0.8
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６．資産の状況 

主要産業の一企業当たり自己資本比率は上昇傾向 

・製造業、卸売業ともに 純資産の増加により自己資本比率は上昇傾向。経営の安定化傾向が

進んでいることが窺われる。 

図表６－１ 主要産業の一企業当たり資産、負債の内訳及び純資産 

製造業 

資金の運用状況                        資金の調達状況  
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小売業  

資金の運用状況                          資金の調達状況  

 

                       

 

 

 

図表６－２ 主要産業の一企業当たり自己資本比率 
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７．従業者の状況 

一企業当たりの正社員・正職員数は減少、正社員・正職員以外（パート・アルバイト等）は増加 

・一企業当たりの正社員・正職員数は、製造業、卸売業、小売業で減少。 

 

図表７－１ 一企業当たり雇用形態別従業者(合計)の推移 

 

図表７－２ 一企業当たり雇用形態別従業者数 

            合  計                           製造業   

 

          卸売業                            小売業    

 

図表７－３ 主要産業別従業者数 
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８．子会社の保有状況 

製造業の一企業当たり子会社保有社数は、国内、海外ともに減少 

・製造業の子会社保有企業比率は、国内、海外ともに低下。 

・製造業の海外の一企業当たり子会社保有社数は減少。 

（注）ここでいう子会社は、関連会社も含む。 

図表８－１ 主要産業の子会社を保有する企業数、保有比率 

 
（注１）子会社保有比率＝子会社を保有する企業数／有効回答企業数  

図表８－２ 主要産業の国内・海外別子会社を保有する企業数及び子会社数 

 

（注２）国内の一企業当たり子会社保有社数＝国内子会社数／国内に子会社を保有する企業数  

（注３）海外の一企業当たり子会社保有社数＝海外子会社数／海外に子会社を保有する企業数  

 

図表８－３ 製造業の国内・海外別子会社     図表８－４ 製造業の一企業当たり子会社 
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